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令和8年度の入札・契約制度について 

 

■主な入札・契約制度の概要 

項 目 説   明 

制限付き一般競争入

札について 

【共通】 

【対象範囲】 

  設計金額が2,000万円以上の工事。なお、ガス水道本支管工事につい

ては、設計金額が200万円超。 

【公告場所】 

 ・ガス水道局総務課窓口 

 ・ガス水道局ホームページ 

 ・業界新聞への情報提供 

【設計図書の閲覧方法】 

 ・新潟県入札情報サービス及びガス水道局ホームページからダウンロー

ド 

【落札者の決定方法】 

 ・入札により落札候補者を決定し、入札参加資格要件を審査した後、落

札者として決定（事後審査型） 

 ・最初の落札候補者が資格要件を満たさない場合は、次点者を審査 

入札時における工事

費内訳書の提出 

【共通】 

● すべての建設工事の入札時において入札金額に対する内訳書の提出

を求める。なお、ガス水道本支管工事については、入札金額に対する内

訳書として各明細書までの提出を義務付ける。 

・対象：予定価格200万円超の建設工事 

・内訳書：指定様式（入札公告又は指名通知書に記載。新潟県入札情報

サービスからダウンロード。） 

    （ガス水道本支管工事については、上記の指定様式の内訳書と

任意様式の各明細書） 

・事務手続き等 

①入札参加者は、局指定様式の内訳書及びガス水道本支管工事につい

ては任意様式の各明細書までを作成し、電子入札で入札金額を入力

する際、内訳書及び各明細書を添付して送信する。（再入札の場合

は、内訳書の添付不要） 

②局は、開札後に落札決定を保留とし、内訳書を確認する。内訳書の

記載不備等、入札公告又は指名通知書に示す無効要件に該当する場

合、当該入札参加者の入札を無効とする。 
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項 目 説   明 

週休2日適用工事の

実施 

【共通】 

● 原則、当初設計額200万円を超える土木工事（本支管工事、一般土木

工事、舗装工事、下水道工事、機械・電気通信設備工事等）、港湾工

事は、上越市ガス水道局「週休2日適用工事」実施要領に基づき、建設

現場における週休2日の更なる推進及び質の向上を図る。 

 対象工事 

 ・上越市ガス水道局「週休2日適用工事（現場閉所）」実施要領【土木

工事・港湾工事】に定める工事 

・上越市ガス水道局「週休2日適用工事（交替制）」実施要領【土木工

事・港湾工事】に定める工事 

 ・上越市ガス水道局「営繕工事における週休2日促進工事実施要領」に

定める工事 

・発注方式は「発注者指定型」を基本とする。 

・発注時の工事費補正は月単位（全ての月において4週8休相当以上のみ

現場閉所を実施）とする。 

 ※ 「週休2日適用工事」において予定価格の算出時、労務費等に補正

係数を乗じることとし、工事現場が通期及び未達成の場合は減額補正

を行います。 

工期又は請負代金の

額に影響を及ぼす事

象に関する情報の通

知 

【共通】 

● 工期又は請負代金の額に影響を及ぼす事象が発生するおそれがある

と認める場合、建設業法（昭和24年法律第100号）第20条の2第2項の規

定に基づき、契約の相手方の決定から請負契約を締結するまでに、契約

の相手方は局に対して、その旨を当該事象の状況の把握のため必要な情

報と併せて通知すること 

最低制限価格の算定

式について 

【共通】 

● 設計価格が200万円超の建設工事で設定している最低制限価格の算定

式を以下の通りとする。 

（直接工事費＋共通仮設費×9/10＋現場管理費相当額×9/10＋一般管理

費等×6.8/10）＝入札書比較制限価格（最低制限価格の税抜き） 

※ 1万円未満切り上げ 

 ※ 入札書比較制限価格は予定価格の75％から92％の範囲とする。 

※ 上記経費の分類は、土木工事標準積算基準書及び公共建築工事積算

基準を原則とする。 

《算定例》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

直接工事費 32,972,850 ①直接工事費×100.0% 32,972,850

共通仮設費 3,974,002 ②共通仮設費×90.0% 3,576,601

現場管理費 12,737,000 ③現場管理費×90.0% 11,463,300

一般管理費 9,126,148 ④一般管理費×68.0% 6,205,780

工事価格 58,810,000 計 54,218,531 92 .193%

計算結果が上限超のため工

事価格の92％
54,105,200

1万円未満切上げ 54,110,000

設計額 最低制限価格



3 

 

項 目 説   明 

ガス水道本支管工事

の入札区分 

【ガス水道事業】 

● 入札案件ごとの工事規模及び施工難易度に応じた事業者の格付け区

分を設定する。なお、工事品質の確保のため、工事を施工するうえで

必要な資格要件等を付した時は、下記入札区分での運用によらない場

合がある。また、競争性の確保のため、入札区分における参加資格を

変更することがある。 

・入札区分【ガス水道本支管工事】 

設計金額 
土木一式工事 

格付け 
管工事 
格付け 

備考 

5,000万円以上 

1.5億円未満 
Ａ・Ｂ Ａ  

2,500万円以上 

5,000万円未満 
Ａ・Ｂ・Ｃ Ａ・Ｂ 

「土木一式工事格付
けＣかつ管工事格付
けＢ」は除く 

1,000万円以上 

2,500万円未満 
不要 不要  

200万円超 

1,000万円未満 
不要 不要 

「土木一式工事格付
けＡかつ管工事格付
けＡ」は除く 

 

ガス水道本支管工事

の自社施工について 

【ガス水道事業】 

● 元請業者の災害対応能力及び施工能力の維持、向上のため、ガス水道

本支管工事における土木工事（舗装工事除く）、配管工事について、自

社で施工した場合に工事評定で加点する。 

特定共同企業体運用

基準 

【共通】 

【対象工事・金額基準】 

  全体工事費がおおむね1.5億円以上の土木工事、建築工事、設備工事。 

  このほか、特定共同企業体により効率的かつ円滑な共同施工が確保で

きると認められる工事。 

【構成要件】 ※格付け等級がある場合 

構成員数 格付け 

2社の場合 Ａランク＋Ａランク 

3社の場合 
Ａランク＋Ａランク＋Ａランク 

Ａランク＋Ａランク＋Ｂランク 

【出資比率】 

構成員数 代表者の出資比率 代表者以外の出資比率 

2社の場合    50％超    30％以上 

3社の場合    40％以上    20％以上 
 

特定共同企業体とし

て発注するガス水道

本支管工事の入札参

加資格要件 

【ガス水道事業】 

● 構成員の要件として、上越市建設工事入札参加資格者名簿における土

木一式工事の格付が「Ａ」及び管工事の格付が「Ａ」であるものを最上

位者とし、土木一式工事の格付が「Ｂ」及び管工事の格付が「Ａ」であ

るものを第2位者とする。 

  構成員が2社の場合は最上位者2社、又は最上位者1社及び第2位者1社

で構成するものとし、3社の場合は最上位者3社、最上位者2社及び第2位

者1社、又は最上位者1社及び第2位者2社で構成するものとする。 
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項 目 説   明 

ガス水道本支管工事

の入札における 

１抜け方式の実施 

【ガス水道事業】 

● 概要 

  受注機会の均等を図るため、次の条件全てに当てはまるガス水道本支

管工事の入札を実施する場合、１度落札候補者となった業者が次以降の

入札に参加できない「１抜け方式」による入札を実施する。 

 ①入札方法が同じ（制限付き一般競争入札） 

 ②工種、又は業務内容が同じ（ガス水道本支管工事） 

 ③同日に行う入札 

  対象となる入札については、工事ごとの入札公告によりあらかじめ周

知する。 

  ガス水道本支管工事については、１抜け方式の適用対象を、「入札公

告で開札順を明示した、同一開札日における全ての案件」注1とする。 

  注1：工事品質の確保のため、工事を施工するうえで必要な資格要件

等を付した時は、予定価格による区分での開札順とならない場

合がある。各入札公告に記載の開札順を確認すること。 

● １抜け方式による入札の開札方法 

あらかじめ１抜け方式の対象となる複数の入札に開札順を決めてお

き順に開札する。（開札順は、設計金額の高い順とする。） 

開札順のとおり開札を行い、落札候補者を決定する。その際、１度落

札候補者となった業者は、次以降の入札は辞退扱い（辞退届の提出は不

要）とし、落札候補者となることはできない。 

  なお、最低制限価格以上かつ予定価格以下の応札者が１抜け方式によ

る辞退扱い者のみとなった場合は、再度一抜け方式を適用する。この場

合、落札回数が最少の者以外を辞退扱いの対象とする。ただし、応札者

が一者の場合は本要領を適用しない。 

● １抜け方式の入札例 

 

開札順 １ 開札順 ２ 開札順 ３ 

ガス水道管入替工事 

（○○○地内） 

ガス水道管布設工事 

（△△△地内） 

ガス水道管入替工事 

（□□□地内） 

予定価格   4,400,000 予定価格   3,300,000 予定価格   2,200,000 

最低制限価格  4,000,000 最低制限価格  3,000,000 最低制限価格  2,000,000 

Ａ社 4,100,000 落札候補者 3,000,000 辞退 2,000,000 落札候補者 

Ｂ社 4,100,000  3,000,000 落札候補者 2,000,000  

Ｃ社 4,200,000  3,100,000  1,800,000 制限価格未満 

Ｄ社 4,300,000  2,900,000 制限価格未満 1,900,000 制限価格未満 

備考 

抽選によりＡ社が落

札候補者。 

Ａ社は１抜け方式に

より辞退扱い。 

最低制限価格以上は

Ａ、Ｂ社で、１抜け方

式による辞退扱い者

のみとなるため、１抜

け方式を再度適用す

る。開札順４ではＡ社

が辞退扱い。 
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項 目 説   明 

水道本支管工事にお

ける入札参加資格要

件 

【水道事業】 

● 水道本支管工事における品質の向上と適正な施工を図るため、「配水

管技能者要件」を入札参加資格要件とする。 

● ダクタイル鋳鉄管の施工を含む水道工事 

（公社）日本水道協会の「配水管工技能講習会」を受講し、耐震継手配水

管技能者として登録された者が事業所に１人以上所属しているととも

に、配管作業の現場に配置できること。 

● 配水用ポリエチレン管の施工を含む水道工事 

配水用ポリエチレンパイプシステム協会の「施工技術講習会」を修了し

た者が事業所に１人以上所属しているとともに、配管作業の現場に配置

できること。 

 

■時限措置 

項 目 説   明 

現場代理人の常駐

（兼任）義務の緩和

措置 

【共通】 

● 施工場所が市内で当初契約金額が1件4,500万円未満の工事につい

て、当初契約金額の合計が9,000万円未満で5件まで兼任を認めます。 

● 当初契約金額が1件4,500万円以上の工事を含む場合は、対象工事に

密接な関係がある工事又は施工に当たり相互に調整を要する工事で、

現場の相互の間隔が10㎞程度以内の場合に限り、2件まで兼任を認めま

す。 

※ 施工内容の難易度等から兼任を認めない場合は、発注時の設計図

書等に記載します。 

※ 各工事の監督員と兼務について協議を行い、承諾を得た上で提出

してください。 
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■電子入札の運用方法について 【共通】 

◇入札通知日：原則として火曜日（火曜日が祝日の場合は前日） 

◇開札日：入札公告等で指定する日の午前９時以降（同日に複数の案件がある場合は順次開札） 

◇契約書：電子入札システムによる落札決定通知書の送信日以降、電子契約又は紙契約 

◇その他留意事項 

※平成27年度から入札時の工事費内訳書の提出が義務化されたことを受け、開札後は落札決

定を保留とし、工事費内訳書の点検後に落札決定を行います。（原則として、指名競争入

札の場合は開札日の翌日又は翌々日に落札決定の通知書を送信します。） 

※制限付き一般競争入札の場合は、工事費内訳書の点検後に落札候補者に対して入札参加要

件の確認資料の提出を求め、入札参加要件を審査後に落札決定とします。 

※電子入札システムが利用できなくなった場合は、速やかにガス水道局総務課契約管財係へ

連絡してください。 

 

【電子入札システムによる指名競争入札の流れ（4月 7日通知の場合）】 

４月 ７日（火） 

８日（水） 

９日（木） 

１０日（金） 

１１日（土） 

１２日（日） 

１３日（月） 

１４日（火） 

１５日（水） 

１６日（木） 

１７日（金） 

１８日（土） 

１９日（日） 

２０日（月） 

２１日（火） 

２２日（水） 

２３日（木） 

２４日（金） 

入札通知日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

入札開始 

 

      ※入札時に内訳書を添付 

 

入札終了 

開札日（落札決定保留） 

落札決定日 

（落札決定日）※案件数が多い場合 

 

 

 

 

 

 

見積期間10日間（入札参加者） 

※入札通知日、開札日、 

土日祝日を除く 

 

 

 

  

 

 

工事費内訳書の点検（局） 
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<下水道工事発注の基本的考え方> 

工種（口径） 設計金額 入札方法 発注対象 

推進 

800 ㍉超～ 

5,000 万円以上 制限付き一般競争入札 
市内営業所（県内本社）

又は市内本社のＪＶ 

2,000 万円～5,000万円 

未満 
制限付き一般競争入札 市内本社 

2,000 万円未満 指名競争入札 市内本社 

800 ㍉以下 

1.5 億円以上 制限付き一般競争入札 市内本社同士のＪＶ 

2,000 万円～1.5 億円 

未満 
制限付き一般競争入札 市内本社 

2,000 万円未満 指名競争入札 市内本社 

開削 

1.5 億円以上 制限付き一般競争入札 市内本社同士のＪＶ 

2,000 万円～1.5 億円 

未満 
制限付き一般競争入札 市内本社 

2,000 万円未満 指名競争入札 市内本社 

※雨水管工事は上記基準に準ずる。 

 

 

 

 


